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「リアリティ・チェック：健康・経済プラン・
QOL が映し出す未来像と現実のギャップ」は、
メットライフ生命による協力の下でザ・エコノ
ミスト・インテリジェンス・ユニット（EIU）が
作成した報告書である。本報告書の作成にあたっ
ては、８カ国・地域（オーストラリア・中国・
香港・インド・日本・マレーシア・韓国・米国）
の合計 1600 名を対象としたアンケート調査
を実施して分析を行った。アンケート調査では、
健康、経済プラン、クオリティ・オブ・ライフ

（QOL）という 3 分野の将来的見通しについて
10 項目の質問を準備し、回答者の答えを対象国
の各分野での経験則に基づく実証データ・予測
分析 * と照合することで “現実＝リアリティ” と
の比較を行った。

またアンケート調査を補完するため、７人の
専門家を対象とした詳細にわたる聞き取り調査
も実施されている。ご協力をいただいた下記の
専門家（姓のアルファベット順に記載）には、
この場を借りて感謝の意を表したい。

聞き取り調査対象者
国際長寿センター 企画運営委員
東京大学 高齢社会総合研究機構 特任教授
秋山 弘子

インド証券市場研究所　
ディレクター　
Sandip Ghose

香港金融リテラシー戦略 アンバサダー
投資教育センター ゼネラル・マネジャー
David Kneebone

ジョージ・ワシントン大学　
ビジネススクール 経済学・会計学 教授 　
全米経済研究所 特別研究員　
Annamaria Lusardi

国立がん研究センター 
理事長 
中釜 斉

東京大学 教授　
高齢社会総合研究機構 機構長　
大方 潤一郎

インド公衆衛生財団　
健康格差・健康の社会的決定要因研究センター　
特別教授 兼 ディレクター　
Gita Sen

本報告書の執筆は Nicholas Walton、編集は
Chris Clague が 担 当 し て お り、 そ の 内 容 に
ついては EIU が一切の責任を負うものとする。

報告書について

* ソースとしては EIU、世
界保健機関（WHO）、世界
銀行などのデータを参照
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「リアリティ・チェック：健康・経済プラン・
QOL が映し出す未来像と現実のギャップ」 は、
メットライフ生命による協力の下でザ・エコノ
ミスト・インテリジェンス・ユニット（EIU）
が作成した報告書である。本報告書の作成に
あたっては、８カ国・地域の合計 1600 名を
対象としたアンケート調査を実施して分析を
行った（オーストラリア・中国・香港・インド・
日本・マレーシア・韓国・米国）。アンケート
調査では、健康、経済プラン、クオリティ・オブ・
ライフ（QOL）という 3 分野の将来的見通しに
ついて 10 項目の質問を準備し、回答者の答えを
入手可能なデータや指数ランキング、予測分析
と比較した。

今 回 の 調 査 目 的 の １ つ は、 上 記 3 分 野 に
ついて回答者の基本知識のレベルをテストし、
定年後の人生にどの程度備えているのかを評価
することだ。調査結果からは、より効果的な
健康管理や資産設計のために必要な知識が不足
している現状が明らかになった。アンケート
全体として見ると、現時点でのデータや予測値
に最も近い回答を選択した調査対象者はわずか
37％にとどまっている。健康管理・資産設計に
関する質問で、最も高い理解レベルを示したの
は日本（47％）と韓国（44％）だった。両国は
共に人口の急速な高齢化に直面しており、国民
がこうした問題に対して高い意識を持っている
ことがその背景として考えられる。

本報告書で見られるその他の主要な論点は以下
の通り：

⃝  インド・中国では理解レベルが最も低かった。
その要因として考えられるのは、両国が直面
する環境の急速な変化だ。

⃝  定年後の平均余命に関する質問では、正解に
近い答えを選択した回答者が全体で 22％に
とどまった。残りの回答は、余命を過大評価
する回答と過小評価する回答でほぼ半々に
分かれている。

⃝  インド（79％）、中国（76％）、マレーシア・
韓国（それぞれ 58％）では、国の年金給付
能力を過大評価する傾向が見られた。

⃝  全回答者の 45％は、自国が提供するターミ
ナルケア（終末期ケア）の質を過大評価して
いる。 

こうした分析結果の他、本報告書では他の先
進国に先駆けて超高齢化社会を迎える日本に
ついてのケーススタディを 2 つ掲載している。
１つ目のテーマは、従属人口指数 * だ。65 才以
上のシニア世代による継続雇用や再就労が進む
現在、高齢者を “従属者”（dependent）と見
なす考え方が妥当なのかという問題を検証する。
２つ目のケーススタディでは、癌に対する考え
方と、癌治療の進歩がもたらす変化について
日本の文脈から分析する。

今回のアンケート調査やリサーチで明らかに
なった重要な点の１つは、全ての対象国で定年
後のライフプランに関する教育が不足している
という現実だ。小学校の段階から学習を始める
必要性を唱える専門家もいるが、教育は生涯を
つうじて行われるべきだろう。知識の積み重ね
がなければ、加齢と共に深刻な健康・経済問題
に直面する高齢者が増え、社会全体に大きな悪
影響を及ぼす恐れがあるのだ。

エグゼクティブ・サマリー

* 従属人口指数 ＝ 働き手で
ある生産年齢人口（15 〜
64 才）が、働き手でない
年少者（〜 14 才）・高齢
者（65 才〜）を何人支え
ているかを示す比率
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世界が急速な変化を遂げる中、個人が資産設計
や健康管理を適切に行うことはますます困難に
なっている。先進国では、人生を左右する資産
面での決断や定年後のライフプランの責任が、
国・企業から個人にシフトするなど、新たな
課題が生じている。また大きな社会・経済的変
化に直面する新興国では、年金や定年世代向け
投資商品、保険など、これまで馴染みの薄かっ
た金融商品に目を向ける必要に迫られている。

また世界の多くの国々は、平均寿命の伸びとい
う現象に直面している。例えば中国では、1980
〜 2015 年にかけて出生時平均余命がほぼ 10
年伸び、76 才に達した 1 。同じ時期に、インド・
オーストラリアの平均寿命もそれぞれ約 15 年・
8 年伸びている 2 。これが歓迎すべき傾向である
ことはいうまでもない。だが個人やそのサービ
スに携わる国・民間組織などに新たな課題をも
たらすことも事実だ。例えば多くの国の社会

1	 “Developing or developed? Assessing Chinese life 
expectancy”, ChinaPower, 2015, https://chinapower.csis.org/
life-expectancy/

2	 “Life expectancy at birth, total (years)”, World Bank, 2017, 
https://data.worldbank.org/indicator/SP.DYN.LE00.
IN?end=2015&locations=IN&start=1980&year_low_desc=true

保障制度は、より頻繁かつ多様な医療ニーズを
持つ高齢者の増加に対して十分な対応ができて
いない。国民も罹患リスクの高い病気を正しく
認識しているとは言いがたい。現在主要な死因
となっている病気の多くは、寿命がより短かっ
た時代に大きな問題とならなかったからだ。

一般市民レベルでこうした変化がどの程度
理解されているかは、必ずしも明らかでない。
今回 EIU が調査を実施したのは、この問題に
対する理解を深めるためだ。同調査では、8 カ
国の 1600 名を対象として健康、経済プラン、
QOL に つ い て の 質 問 10 項 目 か ら 成 る ア ン
ケート調査を実施。回答者の答えは、対象国に
関する各分野の実証データと照合され、“現実 
= リアリティ” との比較が行われた。質問の内
容は、男性・女性の平均寿命から医療サービス
の質の国別比較、経済成長、国の年金給付能力
まで多岐に及んでいる。

はじめに

資料： EIUによる調査（2017年実施）
注：基準となるデータ・推計値が存在しないため、インドの数値は設問10問中9問、
マレーシアは8問、香港は5問についてのアンケート結果に基づいている。
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https://data.worldbank.org/indicator/SP.DYN.LE00.IN?end=2015&locations=IN&start=1980&year_low_desc=true
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調査結果の概観

今回のアンケート調査で、平均正解率が最も
高かったのは日本・韓国だ。しかしこの２国で
も正解率はそれぞれ 47％・44％と決して高く
なく、その他の国では 30％台半ばにとどまっ
ている（唯一インドは 27％）。こうした結果の
一因として考えられるのは人口構成だ。人口の
急速な高齢化が進む日本・韓国では、病気や定
年後のウェルビーイング * といった問題への関心
が高い。正解率が最も低かったインドは、急激
な経済・社会的変化の途上にあり、国民がこれ
まで経験したことのない問題に直面している。

またインド・中国は、最も楽観的な回答が
多かった国だが（それぞれ 65％・53％）、その
背景として考えられるのは急速な経済発展
だ。「（インド人は）もともと自身や子供の未来
に対して非常に楽観的だ」と指摘するのは、
インド公衆衛生財団の特別教授 兼 ディレクター 

Gita Sen 氏。例えば、Allianz の “退職後の収入
妥当性指数”（Retirement Income Adequacy 
Indicator）では、自らの年金収入に楽観的な
インド人・中国人の姿が浮き彫りになっている

（79％・76％）。また EIU による“終末期の質指数”
（Quality of Death Index）が示すように、終末
期ケアの質についても楽観的だ（76％・77％）。
その理由としては、国民性に加え、年金にまつ
わる様々な現実を十分理解していないことなど
が考えられる。

一方、回答傾向が最も悲観的だったのは日本
（36％）と米国（41％）だ。日本は数十年に
わたる景気低迷を経験し、人口減少・高齢化
への懸念も高まっている。このことを考えれば、
日本人が悲観的になるのも無理はない。米国
のケースにも同じような要因が考えられるが、
同国の場合は政府への不信感がより色濃く反映
されているようだ 3。

3	 http://www.people-press.org/2017/05/03/public-trust-in-
government-1958-2017/

* ウェルビーイング （well 
being）＝ 身体的、精神的、
社会的に良好な状態であ
ること。

http://www.people-press.org/2017/05/03/public-trust-in-government-1958-2017/
http://www.people-press.org/2017/05/03/public-trust-in-government-1958-2017/
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健康とクオリティ・オブ・ライフ

今回のアンケート調査には、自国の医療の質
や男性・女性の平均寿命など健康にまつわる
基本的質問が４つ含まれている。こうした質問
への回答傾向から明らかになったのは、より効
果的な健康管理・資産設計のための知識が不足
している現状だ。多くの回答者は、女性の寿命
が男性よりも長いことは認識しており、女性の
平均寿命に関する質問の正解率は 59％に上っ
た。その一方で、男性の平均寿命についての正
解率は 38％にとどまっている。男性の平均寿命
を過大評価する回答者が 45％だったのに対し、
女性に関してはわずか 19％だった点は興味深い。

必ずしも正解率が高くなかった理由として
考えられるのは、平均寿命が過去数十年で飛躍
的に伸びたという点だ。だが、インド公衆衛生
財団の Sen 氏は、この傾向が生活習慣病の蔓延
につながる可能性を指摘している。同氏による
と「（現代のインドでは）非感染性疾患が疾病
負担の大半を占めている」という。「外的環境

だけでなく、生活スタイルや食習慣などが国
民の健康を大きく左右するようになっている。」
こうした現状に対応するため、インド国民（ひ
いては世界の人々）はリスク要因を理解し、非
感染性疾患の予防に健康的ライフスタイルが果
たす役割の重要性を認識する必要があるだろう。 

リスクの認識 

今回のアンケート調査では、冠動脈性心疾患・
糖尿病・認知症・脳卒中を含む 12 の疾患リスト
から、自分にとって最大の健康不安要因を
選択する質問も設けられた。その中で最も多く
の回答者（41％）が選択したのは癌だ。癌に
は遺伝的要因や生活習慣の影響などによって
発症する様々なタイプがあるが、世界保健機関

（WHO）のデータによると、今回の調査対象と
なった８カ国・地域のうち４カ国（日本・韓国・
米国・オーストラリア）で最大の死亡原因 * となっ
ている。一方、マレーシア・インドでは冠動脈性

資料： EIUによる調査（2017年実施）
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疾患と捉えた場合の合計
に基づく。
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資料： EIUによる調査（2017年実施）
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癌 　　　  心臓疾患          脳卒中

日 本 で は 癌 に 恐 怖 心 を 持 つ 傾 向 が 特 に
目立ち、今回の調査でも最大の健康不安要
因として挙げる回答者が 61% に達している。
これは 2 番目に割合の高かった国を、10％
以上も上回る数字だ。癌が主要な死亡原因
となっている現状を考えれば、こうした結
果はある意味当然のことだろう。だが他国
と同様、日本でも（根治はともかく）多く
の癌の進行・転移を抑制できるようになっ
ており、5 年の平均生存率も全体として
60％台まで向上している。

国立がん研究センター理事長の中釜 斉
ひとし

氏によると、全体的な生存率は今後さらに

向上する可能性がある。「早期段階で発見・
治療できた場合、5 〜 10 年の生存率は、現
時点でも多くの癌で 80％を超えている」と
いう。「早期発見バイオマーカーや高精度
医療の発達により、末期癌でも治療が可能
になりつつある。今後 10 〜 15 年のスパン
で考えれば、5 年の生存率を 80％まで高め
ることも可能だ」と同氏は指摘する。

癌 生 存 率 の 向 上 に と も な い、 そ の 他
の主要死因の重要性は今後さらに高まる
だろう。厚生労働省の調査によると、癌患
者が治療を必要とする患者数全体に占める
割合はわずか 2％だ。一方、高血圧と認知

症はそれぞれ 21.5%・15.3% を占めている
（次いで多いのは老衰［13.7%］と関節疾患
［11％］）。

中釜氏によると、現代の癌患者は医療
技術の進歩の恩恵を受け、非常に活動的な
生活を送れるようになっている。治療を
続けながら働く、あるいは様々な形で社会
に貢献するケースも珍しくない。だが加齢
と共に、癌患者が高齢者に影響を与えるそ
の他の様々な健康不安要因に直面する可能
性も高まるだろう。高血圧・糖尿病といっ
た非感染性疾患や認知症、精神疾患などに
備えることが、今後さらに重要となるのだ。

資料： 厚生労働省・EIU
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心疾患、中国では脳卒中が最大の死因だ。（香港
は比較可能なデータが存在しない。）

日本では癌による死亡者数が非常に多く、
2 番目に多い死亡原因（インフルエンザ・肺炎）
の 3.5 倍に達している。この現状を反映し、
癌を最大の健康不安要因に挙げる同国の回答者
は、対象国の中で最大の 61％に上った（日本と
癌治療の現状については前ページの囲み記事を
参照）。その他の調査対象国では関心を払いすぎ
る傾向が見られるようだ。例えば癌を選択した
韓国の回答者は、脳卒中の 5 倍に上っているが、
現実には前者の死亡者数は後者の 2.7 倍だ。

今回の調査では、自国とその他対象国の医療
を比較する質問について、興味深い結果が明ら
かになった。例えば医療サービスの質で世界の
トップ 10％に入る韓国 4 では、この事実を正し
く認識している回答者がわずか 18％にとどまっ
ている。対照的に、日本とオーストラリアの回
答者では、その割合が 48％・45％だった。一
方、評価の低い国々では異なった傾向が見られ
る。自国の医療システムのランキングを実際よ
り高く予想した回答者はマレーシアで 79％、イ
ンドで 92％に上ったが、両国共に EIU 医療アウ
トカム指数（Healthcare Outcomes Index）の
スコアでは下位半分にランクされている。

資料： EIUによる調査（2017年実施）

-100
-80
-60
-40
-20

0
20
40
60
80

100

自国は医療サービスの質で世界何位にランクされていると思いますか？   
自国の順位を過大評価した回答者と過小評価した回答者の合計差（％）
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4	 EIU医療アウトカム指数（Healthcare Outcomes Index）に基づく評価
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資料： EIUによる調査（2017年実施）
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自国の年金給付能力は世界で何位にランクされていると思いますか？   
自国の順位を過大評価した回答者の割合（％）
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個人の年金を自ら計画・管理する必要に迫られ
ている先進国の国民にせよ、複雑な金融商品を
初めて経験する新興国の国民にせよ、老後に
向けた資産設計を正しく理解することは容易で
ない。ジョージ・ワシントン大学の Annamaria 
Lusardi 教授によると、「金融リテラシーの低さ
は世界的な現象で、新興国だけの問題ではない」
という。資産設計の意思決定で重要となる４つ
の項目（成長期待度・年金収入など）の理解度
を検証した今回の調査でも、金融リテラシー
向上の必要性が浮き彫りとなっている。

インド国立証券市場研究所ディレクターの
Sandip Ghose 氏によると、こうした現象は
新しいものではなく、人々は何十年もこの問題
に頭を悩ませてきたという。今回の調査で明ら
かとなった重要な問題の 1 つは、回答者の多く
が定年後の余命と密接な関連がある年金収入額
を正しく理解していないという点だ。例えば、
インド（79％）、中国（76％）、マレーシア・

韓国（それぞれ 58％）では、多くの回答者が国
の年金給付能力を過大評価している 5。

問題なのは、平均寿命の伸びを背景に年金
支給額が増加する中、財源が確保されないまま
負担増大を強いられている企業・国もあると
いう現実を一般市民が必ずしも理解していない
点だ。Lusardi 教授はスタンフォード大学 John 
Shoven 教授の研究を引き合いに出し、「40 年
間働いた国民に、定年後 30 年分の年金を給付す
るというモデルは非現実的だ」と指摘する。世
界的な景気低迷（特に 2008 年のリーマンショッ
ク以降）によって、こうした状況はさらに深刻
化している。

労働人口の減少や老年人口の増加といった
人口構成の変化（例えば日本のケース）も、
現役世代の負担増大につながりかねない。だが
東京大学特任教授と国際長寿センターの企画
運営委員を務める秋山弘子氏など、その影響

資産設計の問題

5	 分析には、Allianzの“退職後の収入妥当性指数”（Retirement 
Income Adequacy Indicator）をベンチマークとして利用
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が過大評価されていると考える研究者もいる
（詳細については、P.12 の囲み記事を参照）。

企業や国はこうした現状に対し、確定給付型・
最終給与比例式の年金制度から負担の少ない
確定拠出型年金へのシフトや、年金支給年齢の
引き上げという形で対応を試みている。そして
その結果、複雑かつ重要な経済的決定が個人に
委ねられるようになっている。今回の調査で
は、今回の調査では、こうした決定にまつわる
情報の理解に苦しんでいる回答者が多く見られ
た。回答者が多く見られた。例えば韓国人回答
者の 46％、日本人回答者の 48％は定年後の
余命を過小評価している。老後に必要な資金額
を理解するためには、寿命に関する正しい知識
が欠かせない。

大いなる期待

金融・資産の基本概念に対する認識が不足する
現状は、個人や社会全体にとって大きな問題
となる可能性がある。こうした分野の知識は、

個人が自らの資産設計を行う際の判断材料と
して重要になるからだ。インド証券研究所の
Ghose 氏によると、「マクロ（経済）指標は、
国民の考え方に影響を及ぼすことがある」とい
う。同氏の見方を反映するように、将来的な
経済成長に関する質問では国ごとに様々な回答
傾向が見られた。

経済環境は国によって大きく異なるが、自国
の将来的な経済成長率について、EIU の推計値
に近い予測をした回答者は、全体として非常
に少なかった。例えば日本の回答者の 64% は、
EIU の推計を上回る成長率を予想し、香港の回
答者でもその割合が 53％に達している。マクロ
レベルでの知識不足が目立つこうした現状
は、不動産価値・株価・賃金の上昇など、個人
の資産設計に関する過剰な期待につながりかね
ない。これとは対照的に、マレーシア人回答者
の 55％は EIU の推計値を下回る予測をしている。
こうした傾向は、個人投資への消極的アプロー
チという別のリスクを伴うだろう。

資料： EIUによる調査（2017年実施）
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今後10年間をつうじた自国の平均GDP成長率を予測してください6

各国の平均GDP成長率（回答者の割合・％） 

インド
（正解：5％超） 

中国
（3～4％）

韓国
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日本
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マレーシア
（3～4％）

今後10年で平均5％以
上のGDP成長を予測

今後10年で平均3~4％
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以上のGDP成長を予測

今後10年の
ゼロ成長を予測

今後10年の
マイナス成長を予測

6	 EIUの予測値に基づく。GDPの算出方法は国によって
異なることに留意されたい。
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文化的要因とジェンダー

経済状況の理解に関する国ごとの違いは、文化
的要因によってさらに顕著となる場合がある。
例えば香港金融リテラシー戦略アンバサダーの
David Kneebone 氏によると、アジアの多くの
国々では結婚式が重要な役割を果たす。こうし
た国々で行われる結婚式には多額の資金が必要
で、誰が何の費用を負担するかについて明確な
役割分担がある。そのため資金準備の過程で、
生涯役に立つ貯蓄・投資の習慣が身につきやす
いという。

同氏によると、定年退職についての考え方も
文化的価値観の影響を受ける。香港では「子供
や孫が、定年後の親を金銭的に養うのが一般的
だ」という。「こうした習慣は、政府による社会
保障サービスのあり方に影響を与える要因の
１つだ。」

経済的要因の考え方や理解レベルは、性別に
よっても大きく分かれる場合がある。今回の
調査では、全体として男性回答者が女性回答者
よりも楽観的な見方をする傾向が見られた。例
えば、自国経済が今後 10 年ゼロ成長または
マイナス成長に直面すると答えた女性の割合は、

資料： EIUによる調査（2017年実施）
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今後10年間をつうじた自国の平均GDP成長率を予測してください
自国の経済成長を過大評価・過小評価する回答者［EIU予測を基準とする］
（回答者の割合・％）
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資料： EIUによる調査（2017年実施）
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従属人口指数は、人口縮小に直面する国でよ
く引き合いに出される数字の１つだ。従属人
口（65 才以上の高齢人口と 14 才以下の年
少人口）と生産年齢人口（15 〜 64 才）の
比率で示されるこの数字は、子どもや高齢者
を養う現役世代の負担度を測るために用いら
れることが多い。

だが東京大学の秋山弘子教授は、社会変
化の中で同指数が持つ意味合いは薄れつつあ
ると考えている。「（従属人口指数の）計算式
は、人生を 65 才で線引きするという硬直的
で時代遅れな観念に基づいている」と同氏は
指摘する。「65 才以上の高齢者は例外なく現
役世代に依存しており、65 才以下人口が全
ての負担を負っているという仮定に基づいて
いるが、こうした考え方は今の時代にそぐわ
ない。」平均寿命が今より短く、人生の終盤
にかけて働くことが肉体的にも精神的にも難
しかった 20 世紀には、こうした考え方が有
効だったかもしれない。だが現代の 65 才は
健康状態も教育水準も向上しており、ロボッ
トや人工知能をはじめとするテクノロジーを
活用できる。現代社会では、65 才以降も労
働に参加し、社会に貢献できる条件が整って
いるというのが同氏の見方だ。

日本は “シニア就労” という仕組みを実践
する、最初のテストケースといっていいかも

しれない。世界銀行のデータによると、現在
の日本の従属人口指数は 65％だ。中期的に
実現可能性の低い移民受け入れ拡大を考慮に
入れなければ、この数字は今後も増加する一
方だろう。定年世代の継続的な労働参加がな
ければ、人手不足は深刻化し、現役世代にか
かる負担もさらに増大するはずだ。

だが現在のところ、数字やメディア報道
が示す現状には楽観材料が多い。2016 年
12 月までの 10 年間で、65 才以上の労働人
口は 51% 増加し 770 万人に達した。同じ
時期をつうじた生産年齢人口（15 〜 64 才）
の減少分 153 万人を補って余りある数字だ。

65 才以上労働者がどのような仕事について
いるかを検証したデータはほとんどないが、
メディア報道では元の勤務先に非正規従業員
として再雇用される例がよく取り上げられて
いる。医療など人手不足が深刻な分野で再就
職するケースもあるようだ。

秋山教授によると、シルバー人材の台頭と
増加はこれまでに見られなかった現象で、今
後新たな形の連携・起業を生み出す可能性が
高いという。こうしたトレンドの先駆的存在
である日本の取り組みは、新たなモデルとし
て世界的に大きな注目を集めるはずだ。

男性の２倍に達している。一方、年間 5％以上
の成長を遂げると回答した男性の割合は、女性
を上回った。高齢者のクオリティ・オブ・ライ
フ（QOL）や長期ケアの質という分野でも、男
性は自国の状況により楽観的な傾向が見られる。

男女の差が現れるのは、楽観的か悲観的か
という形だけではない。Lusardi 氏によると、

金融リテラシーのレベルにも多くの国で「はっ
きりとした性別の差」が見られる。「このことは
女性にとって大きなハンディキャップになる」
という。「女性の寿命は男性よりも長く、子育
てや介護など様々な理由から労働市場への参加
が断続的になることが多い」と同氏は指摘する。
金融リテラシーの低さから、資産設計に役立つ
サービスを敬遠する女性も珍しくない。Ghose

資料： 厚生労働省・EIU
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氏によると、農村部や地方都市部のインド女性
には、現金を銀行へ預ける代わりに自宅で管理
する傾向が目立つという。

年齢がもたらす影響

重要な経済的決定の理解度には、年齢にも
大きく左右される。Lusardi 氏によれば、先進
国における金融リテラシーのレベルを年齢別に
グラフ化すると、U の字を上下逆にしたよう
な形（つまり若者世代と高齢世代でレベルが低
く、中間年齢層が最も高い）になる。現代の若
者世代は、これから年金制度の大きな変化に直
面する可能性が高く、新たな経済環境に対応す
る準備を整えるための一層の努力が求められる
という。Ghose 氏によると、インドでは「多く
の国民が定年後の準備を十分にしないまま６０
才を迎えて」おり、「詐欺まがいのネズミ講」に
貯蓄をつぎ込む高齢者も後を絶たない。香港
でも高齢者が負債を抱えたまま定年を迎える

ケースが目立ち、その多くは「困窮した生活を
余儀なくされている」と語るのは Kneebone 氏。

今回の調査では年齢層による回答傾向の違い
も見られた。例えば若者世代が大幅な経済成
長を期待する一方、さらに上の年齢層では穏や
かな経済成長を予測する回答者が目立つ。また
興味深いことに、中間年齢層の回答者は自国の
年金給付能力について最も楽観的だった（高齢
層は最も悲観的）。

定年後の平均余命についても年齢層ごとの
特徴が表れている。ミレニアル世代 * の回答者
の 65.6% は、定年後の人生が少なくとも 25 年
続くと考えているが、同様の回答は中間年齢層
で 26.1%、高齢層で 10％にとどまった。一方、
10 年以下と回答した高齢層の回答者は 58.3%
にも上っている。平均寿命の伸びがすでに顕著
となっている中、定年世代の多くは実際の余命
に見合った準備ができていない可能性もある。

* ミレニアル世代 ＝ 2000
年代に成人あるいは社会
人になる年齢層。1980
年代から 2000 年代初頭
までに生まれた世代を指
すことが多い。
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東京大学高齢社会総合研究機構の機構長を務め
る大方潤一郎教授によると、人は年齢を重ねる
につれて健康・資産設計・家族のウェルビーイ
ングを気遣うようになるという。この３つの分
野で効果的な意思決定を行うためには、判断材
料となる主要指標を理解する必要がある。急速
な成長を遂げる新興国でも先進国でも、その重
要性は変わらない。だが今回の調査で明らかに
なったように、一般市民の知識レベルや指標の
理解度は依然として低いのが実情だ。

金融・健康教育の推進は、こうした現実への
対処法の１つとして有効だ。インド証券市場研
究所の Ghose 氏は、同国で見られる知識不足を
解消するため、金銭管理や貯蓄、投資、貨幣の
時間価値 * といった考え方を学校教育の段階から
学ぶ必要性を訴えている。金融教育の充実が日
本をはじめとする先進国でも必要なことは、今
回の調査結果を見ても明らかだ。特に女性や低
所得層向けにこうした取り組みを行えば、大き
な効果を上げられるだろう。

健康教育の必要性が特に高いのは、急激な
社会的・経済的変化にさらされている国々だ。
インド公衆衛生財団の Sen 氏によると、低所
得層や女性など社会的地位の低い人々は、劣悪

な健康環境を受け入れ、状況改善の努力を怠る
傾向が強い。経済・社会的地位の向上とともに、
健康に関する知識・権利の拡大を進めることが
きわめて重要となるだろう。

だが Kneebone 氏が指摘するように、知識
を積極的な行動につなげることは非常に難しい。
そして、将来的課題を理解することで、「長期的
経済プランの欠如」に伴う問題が解決するわけ
ではない。同氏が主張するように、「予測するだ
けでなく、定年を迎えた際に安心できるようしっ
かりとした準備をする」ことはライフプランの
鍵となる。個人レベルの健康管理でも同じこと
が言えるだろう。エクササイズや健康な食生活
のメリットを理解するだけでは、日々の生活に
追われる人々の健康環境向上につながらない。
寿命の伸びや経済成長といった要因がライフ
プランにもたらす影響を理解することは、どの
国の国民にとっても極めて重要だ。

世界の大きな変化に伴い、個人が生活スタイル
改善や年金資産の運用といった形で自ら健康
管理や資産設計に取り組む時代が到来しつつ
ある。ライフプランにまつわる知識や理解を深
め、生活習慣の改善へと結びつければ、ウェル
ビーイングの飛躍的向上につながるはずだ。

おわりに 

* 貨幣の時間価値 ＝ 投資
を行ってからその成果が
回収されるまでの時間の
価値。
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本報告書に記載された情報の正確を期すため に 、あ ら 
ゆ る 努 力 を 行 っ て い ま す が 、ザ・エ コ ノ ミ 
ス ト ・ イ ン テ リ ジ ェ ン ス・ ユ ニ ッ ト と 協 力
企業 は 第 三 者 が 本 報 告 書 の 情報・見解・調査結果
に依拠することによって生じる 損害に関して一切の責任
を負わないものとします。
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